
阿倍野地区第二種市街地再開発事業の変遷 （資料２）

Ｂ１地区 ３．４haの都市計画決定

Ｃ１地区 ３．８haの都市計画決定

Ｃ１地区施行区域の拡大 計７．２ha Ｃ１地区施行区域の拡大 計１１．２ha Ｂ１地区とＣ１地区を統合、一部区域を
編入し、名称を阿倍野地区として決定
計 ２０．４ha

阿倍野地区の施行区域の拡大

２１．４ha

調書 ４－①、②

９

阿倍野地区の施行区域の拡大

２２．４ha

阿倍野地区の施行区域の拡大

２８．０ha

Ａ１地区内のＡ２街区における建築面積
及び延床面積の変更、高度利用地区の
変更

Ａ１地区内のＡ１・Ａ２・Ｃ２街区における主要
用途、建築物の規模の変更、住宅の目標戸
数等の変更、高度利用地区の変更、公共施
設の追加



阿倍野地区第二種市街地再開発事業施設建築物進捗状況 （資料１）
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●計画２９棟のうち２７棟は完成、残る２棟（C2-1棟及びD4-1棟）についても工事着手しており、平成２４年度の完成予定
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調書 ４－②、⑦
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●計画２９棟のうち２７棟は完成、残る２棟（C2-1棟及びD4-1棟）についても工事着手しており、平成２４年度の完成予定
阿倍野地区第二種市街地再開発事業施設建築物進捗状況 （資料２） 調書 ４－②、⑦

１１



阿倍野地区第二種市街地再開発事業公共施設進捗状況 調書 ４－②、⑦

１２



事業の進捗状況、今後の進捗の見込み

残事業の内容

〇施設建築物整備・公共施設整備等
・施設建築物（２棟）
・道路（幹線道路３路線等）

〇賃貸床の管理運営

今後のスケジュール（見込み）

・平成２４年度 施設建築物の建設完了
・平成２７年度 道路整備完了

調書 ４－⑤、⑦
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進捗率の推移

事業が遅延した原因とその状況

・事業区域が広大でかつ、権利者が多数のため調整に時間を費や
し事業の長期化を招いた。特に、事業区域の一部において、関係
する権利者から事業計画決定の取消し訴訟が、昭和59年に提訴
され平成５年の訴訟取り下げまで約１０年もの期間を要した。

・バブル経済の崩壊をうけ、社会経済状況の激変による核テナント
の撤退等により、大規模商業施設の施設規模や内容等の計画の
見直しに期間を要した。

対応と解消の目途及びその根拠

・施設建築物の建設については、特定建築者制度を活用し、
民間のノウハウの導入を図り、現在は順調に建築工事が進
んでいる。
施設建築物２９棟のうち、２７棟が完成しており、残る２棟に
ついても平成２４年度に完成する予定である。

１３
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事業費の見込み （資料１）

阿倍野地区第二種市街地再開発事業

局運営方針等における本事業の位置付け

平成２４年度都市整備局運営方針において

２ ムダを徹底的に排除し、成果を意識した行政運営に向けた主な取組

取組項目 ・・・阿倍野再開発事業の早期収束

趣旨・目的 ・・・天王寺・阿倍野ターミナル周辺地区の活性化と、当事業の多額の収支不足をこれ以上悪化させないため

に、早期の事業完成を図る。

取組の概要・・・建設している施設建築物については引き続き特定建築者制度を活用し、完成させるとともに、公共施設

の整備や保留床の処分を進め、事業の早期収束を図る。

目 標・・・平成２４年度までに２９棟全ての施設建築物を完成

平成２７年度までに全ての関連公共施設を整備

調書 ５

・ 阿倍野地区市街地再開発事業は、約２，０００億円
を超える収支不足が見込まれている。
収支不足については、税等や財産収入により対応す
ることとしている。

・ 経費縮減に努めるとともに、早期の事業収束を図る。

・ 全ての施設建築物について平成２４年度の完成を図る。

・ 全ての公共施設について平成２７年度の工事完成予定。

今後の事業費の見込み

１４
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収支見通し

事業費の見込み （資料２） 調書 ５

１５



○保留床とは、

・市街地再開発事業の事業費に充当するために、施設建築物に売却することを前提として設ける床である。

希望する権利者に従
前資産の対償として譲
渡

保留床

権利床

保留床の処分

従前 従後

用
地
買
収

再開発ビル建設

公共施設整備

木造・低層・老朽
住宅が密集

公共施設（道路
等）が不整備

調書 ５

１６

○特定建築者制度とは、

・第二種市街地再開発事業においては、都市再開発法第１１８条の２８第１項の規定に基づき、施行者に代わって施設建築物の建

築を行い施設建築物の保留床の全部又は一部を取得する者を選定し、事業を行う制度である。

・再開発事業施行者として特定建築者制度を導入するメリット

①民間事業者の能力の積極的活用により事業の円滑化が図れる。

②民間事業者が自ら施設全体の設計及び建設を行うことで、創意工夫による施設建築物の成立性が大きく高まる。

③施設建築物の完成後、特定建築者が保留床の一部又は全部を取得することから、保留床の売却リスクを低減することができる。

（根拠法令）

都市再開発法 第１１８条の２８ （施行者以外の者による施設建築物の建築）

「施行者は、管理処分計画においてその全部又は一部を譲受け予定者が譲り受け、又は賃借り予定者が賃借りするように定めら

れた施設建築物以外の施設建築物について、その建築を他の者に行わせることができる。」

２ （省略）


